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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＯＬＥＤ照明デバイスの製造方法であって、
　－第１仕事関数を有する材料から成る第１電極層を設けるステップ（Ｓ１）と、
　－前記第１電極層の上に有機光電気層を設けるステップ（Ｓ３）と、
　－前記光電気層の上にパターン化導電層を印刷するステップ（Ｓ４）と、
　－前記パターン化導電層が設けられた前記有機層の上に、前記第１電極の前記仕事関数
より低い第２仕事関数を有する材料から成る透明な第２電極層を設けるステップ（Ｓ５）
と、
　－前記第１電極層を設けるステップの後で、しかし前記パターン化導電層を印刷するス
テップの前に、絶縁材料を、前記パターン化導電層によって形成されるパターンと少なく
ともほぼ共形のパターンで、局所的に堆積させるステップと、
をこの順番で含む方法。
【請求項２】
　第１電極層を設けるステップ（Ｓ１）の後、かつ有機光電気層を設けるステップ（Ｓ３
）の前に、正孔注入層（２５）を設けるステップ（Ｓ２）をさらに含む、請求項１に記載
の方法。
【請求項３】
　前記パターン化導電層はインクジェット印刷によって設けられる、請求項１または２に
記載の方法。
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【請求項４】
　前記パターン化導電層はスクリーン印刷によって設けられる、請求項１または２に記載
の方法。
【請求項５】
　前記光電気層の表面が表面エネルギー変性剤によって用意される、請求項１または２に
記載の方法。
【請求項６】
　前記パターン化導電層は、溶融金属または金属合金の印刷によって設けられる、請求項
１または２に記載の方法。
【請求項７】
　前記パターン化導電層は、金属粒子または有機金属錯体の懸濁液またはコロイド溶液の
形態で設けられる、請求項１または２に記載の方法。
【請求項８】
　－第１仕事関数を有する材料から成る第１電極層（２０）と、
　－前記第１電極層（２０）の上の有機光電気層（３０）と、
　－前記光電気層（３０）上に印刷されたパターン化導電層（４０）と、
　－前記パターン化導電層（４０）を備えた前記光電気層（３０）の上の、第２仕事関数
を有する材料から成る透明な第２電極層（５０）であって、前記第２電極の前記仕事関数
は前記第１電極の前記仕事関数より低い値を有する、前記第２電極層（５０）と、
　－前記光電気層（３０）と前記パターン化導電層（４０）との間の、または前記第１電
極層（２０）と前記有機光電気層（３０）との間の、前記パターン化導電層（４０）と少
なくともほぼ共形にパターン化された絶縁層（４５）と、
を含む積層体を有するＯＬＥＤ照明装置。
【請求項９】
　前記第１電極層は基板（１０）上に形成される、または基板（２０）を形成する、請求
項８に記載のＯＬＥＤ照明装置。
【請求項１０】
　前記第１電極（２０）と前記パターン化された絶縁層（４５）との間に正孔注入層（２
５）が配置される、請求項８または９に記載のＯＬＥＤ照明装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光電気デバイスに関する。
【０００２】
　本発明は、光電気デバイスの製造方法にさらに関する。
【背景技術】
【０００３】
　光電気デバイスとは、電気信号に応じて光学効果をもたらす、または光刺激に応じて電
気信号を生成する、デバイスである。前者の例は、有機発光ダイオードなどの発光ダイオ
ードである。今日では、電流を光子放射線に変換する各種の光活性材料が知られている。
光活性材料は、一般的には、如何なる有機電界発光（「ＥＬ：ｅｌｅｃｔｒｏｌｕｍｉｎ
ｅｓｃｅｎｔ」）材料でもよく、例えば、小分子有機蛍光性化合物類、蛍光性および燐光
性金属錯体類、共役ポリマー類、およびこれらの組み合わせまたは混合物が挙げられるが
、これだけに限定されるものではない。蛍光性化合物の例として、ピレン、ペリレン、ル
ブレン、クマリン、これらの誘導体、およびこれらの混合物が挙げられるが、これだけに
限定されるものではない。金属錯体の例として、トリス（８－ヒドロキシキノラト）アル
ミニウム（Ａｌｑ３）などの金属キレート化オキシノイド化合物類；ペトロフ（Ｐｅｔｒ
ｏｖ）らの米国特許第６，６７０，６４５号、国際公開第０３／０６３５５５号、および
国際公開第２００４／０１６７１０号に開示されているようにフェニルピリジン、フェニ
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ルキノリン、またはフェニルピリミジン配位子とイリジウムの錯体、および、例えば国際
公開第０３／００８４２４号、国際公開第０３／０９１６８８号、および国際公開第０３
／０４０２５７号に記載されている有機金属錯体類などのシクロメタル化イリジウムおよ
び白金の電界発光化合物類、およびこれらの混合物が挙げられるが、これだけに限定され
るものではない。電荷キャリアホスト材料と金属錯体とを備えた電界発光放出層は、トン
プソン（Ｔｈｏｍｐｓｏｎ）らにより米国特許第６，３０３，２３８号に記載されており
、またバロウズ（Ｂｕｒｒｏｗｓ）とトンプソン（Ｔｈｏｍｐｓｏｎ）によりＰＣＴ出願
国際公開第００／７０６５５号および国際公開第０１／４１５１２号に記載されている。
共役ポリマーの例として、ポリ（フェニレンビニレン類）、ポリフルオレン類、ポリ（ス
ピロビフルオレン類）、ポリチオフェン類、ポリ（ｐ－フェニレン類）、これらの共重合
体類が挙げられるが、これだけに限定されるものではなく、さらにこれらの組み合わせま
たは混合物が挙げられる。特定の材料の選択は、具体的な用途、動作中に使用される電位
、または他の要因に依存しうる。
【０００４】
　可撓性プラスチック基板上の大面積ＯＬＥＤ照明には、システムを駆動するために大電
流が必要とされる。半透明電極用に現在用いられている薄膜材料（例えばＩＴＯ）は抵抗
率が大きく、大電流は大幅な電圧降下を引き起こすため、結果として不均一な発光を招く
。これら電極層の厚みを増すことによって電極層の導電率を向上させることも可能である
。ただし、容認できない程に低い透明度を回避するために、透明電極層をあまり厚くする
ことはできない。透明電極は、そこに衝突した光子放射線のかなりの量、すなわち少なく
とも５０％、好ましくは少なくとも８０％、を透過させる必要がある。この光子放射線は
、デバイスの外側への伝達のために光電気層によってもたらされる光子放射線であるか、
または光電気層への伝達のためにデバイスの外側からの光子放射線でありうる。
【０００５】
　したがって、大面積の可撓性ＯＬＥＤデバイスをプラスチック基板上に作製するには、
この透明電極を支持するための導電構造が必要になる。製造コストを削減するために、こ
のような構成の金属被覆は、インラインロールツーロールウェブ塗工法を用いてプラスチ
ック箔ロール上に塗布されることが好ましい。
【０００６】
　したがって、発光デバイスおよびエレクトロクロミックデバイスなどの光電気デバイス
のためばかりでなく、光起電製品のためにも、一方では良好な導電率を有し、他方では放
射線のための高透過率を有する金属被覆構造が必要とされる。
【０００７】
　国際公開第２００７／０３６８５０号には、陽極層と、陰極層と、有機層とを有する有
機ダイオード構造を備えた有機ダイオードデバイスが記載されている。この陽極層と陰極
層のうちの少なくとも一方は、前記構造の一面全体にわたって分散された一連の接触領域
を有する。前記構造は障壁層によって気密に覆われ、この障壁層は前記一連の接触領域と
位置合わせされた一連の開口部を備える。前記障壁層の表面には金属導体が電気めっきさ
れており、上記一連の開口部を介して一連の接触領域に接触する。
【０００８】
　電気めっきされた金属導体は陽極と陰極とをシャントし、これにより、大型の有機ダイ
オードデバイスの面積全体にわたって均一な電圧分布をもたらし、これにより、均一な輝
度をもたらす。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の目的は、光電気デバイスのより効率的な製造方法とより効率的に製造可能な光
電気デバイスとを提供することである。
【００１０】
　本発明の第１態様によると、
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　－第１仕事関数を有する材料から成る第１電極層を設けるステップと、
　－この第１電極層の上に有機光電気層を設けるステップと、
　－この有機機能層にパターン化導電層を印刷するステップと、
　－このパターン化導電層が設けられた有機層の上に、第１電極の仕事関数より低い第２
仕事関数を有する材料から成る透明な第２電極層を設けるステップと、
をこの順番で含む光電気デバイスの製造方法が提供される。
【００１１】
　「この順番で（ｓｕｂｓｅｑｕｅｎｔ）」という表現は、これらのステップが提示され
た順番で実施されることを示す。ただし、互いに連続する２つのステップの間に他の１つ
以上の追加ステップが介在してもよい。
【００１２】
　なお、欧州特許出願公開第０８４５９２４Ａ２号は、正極と、負極と、この２つの電極
の間に挟まれた有機発光層を含む有機層とを備えた透明な有機ＥＬデバイスを開示してい
る。この負極は電子注入電極層と非晶質透明導電膜とで構成され、電子注入電極層は有機
層に隣接している。あるいは、この負極は電子注入電極層と、透明導電膜と、抵抗率が１
×１０－５Ｑ．ｃｍ以下の金属薄膜とがこの順番で積層されて構成されており、電子注入
電極層は有機層に隣接し、透明薄膜が負極の外側に形成されている。欧州特許出願公開第
０８４５９２４Ａ２号に参照符号６で示されている電子注入層は、島状の電子注入ゾーン
である。ここで「島状」という表現は、有機層の上に形成された不連続の電子注入化合物
層を複数備えた構造を示すことを意図している。したがって、この電子注入層は、導電材
料で形成されたパターン化層であるが、複数の島状ゾーンに分割されているため、この電
子注入層を導電層と見なすことはできない。
【００１３】
　本願明細書で使用される、所与の材料から成る「層」は、その材料から成る領域であっ
て、その厚さがその長さおよび幅のどちらよりも小さい領域を含む。層の例として、薄板
、箔、膜、層状組織、塗膜などが挙げられる。本願明細書で使用される層は、平面状であ
る必要はなく、例えば別の構成要素を少なくとも部分的包むために、折り曲げることも、
折り畳むことも、または別様の形状にすることもできる。本願明細書で使用される層は、
複数の副層を含むこともできる。１つの層を複数の離散部分の集合で構成することもでき
、例えば、個々の画素を含む複数の離散した活性領域から成る１つの層で構成することも
できる。
【００１４】
　ＯＬＥＤにおいては、より大きな仕事関数を有する電極は陽極として機能する。陽極は
、正電荷担体を注入するために特に効率的な電極である。陽極は、例えば、金属、混合金
属、合金、金属酸化物、または混合金属酸化物を含有する材料から製造することも、ある
いは導電ポリマーおよびその混合物で製造することもできる。適した金属として、第１１
族の金属類、第４族、第５族、および第６族の金属類、および第８～１０族の遷移金属類
が挙げられる。陽極を光透過性にする必要がある場合は、インジウムスズ酸化物など、第
１２族、第１３族、および第１４族の金属の混合金属酸化物が一般に用いられる。この陽
極は、「溶解性導電ポリマーから製造された可撓性発光ダイオード（Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　
ｌｉｇｈｔ－ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｉｏｄｅｓ　ｍａｄｅ　ｆｒｏｍ　ｓｏｌｕｂｌｅ　
ｃｏｎｄｕｃｔｉｎｇ　ｐｏｌｙｍｅｒ）」ネイチャー（Ｎａｔｕｒｅ）誌第３５７巻、
ｐ．４７７－４７９（１９９２年６月１１日）に記載されているように、ポリアニリンな
どの有機材料をさらに含みうる。生成された光の観察を可能にするために、陽極および陰
極の少なくとも一方を少なくとも部分的に透明にする必要がある。透明電極がデバイスの
基板に面する電極である場合は、この基板も透明にする必要がある。デバイス全体を透明
にする必要がある場合は、デバイス内の各層と基板とを透明にする必要がある。
【００１５】
　ＯＬＥＤにおいては、最も低い仕事関数を有する電極が陰極として機能する。本願明細
書の文脈において、仕事関数が約４．４ｅＶ以下の材料は、低い仕事関数を有する材料と



(5) JP 5739989 B2 2015.6.24

10

20

30

40

50

見なされる。そのために、金属類または非金属類が使用されうる。陰極層のための材料は
、第１族のアルカリ金属類（例えば、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｒｂ、Ｃｓ）、第２族の金属類（
例えば、Ｍｇ、Ｃａ、Ｂａ、など）、第１２族の金属類、ランタニド類（例えば、Ｃｅ、
Ｓｍ、Ｅｕ、など）、およびアクチニド類（例えば、Ｔｈ、Ｕ、など）から選択可能であ
る。アルミニウム、銀、インジウム、イットリウム、およびこれらの組み合わせなどの材
料も使用されうる。陰極層用の材料の非限定的な具体例として、バリウム、リチウム、セ
リウム、セシウム、ユウロピウム、ルビジウム、イットリウム、マグネシウム、サマリウ
ム、およびこれらの合金および組み合わせが挙げられるが、これだけに限定されるもので
はない。陰極層は、複数の副層の組み合わせとして形成されてもよく、例えば光電気層側
に面した厚さ約５ｎｍのＢａ層と光電気層とは反対側に面した厚さが１０～４００ｎｍの
範囲内のアルミニウム層との組み合わせとして形成されてもよい。
【００１６】
　特に、最も低い仕事関数を有する電極の存在は、デバイスの製造を複雑化する。その理
由は、低い仕事関数を有する材料は、通常、大気中の酸素および水蒸気と素早く反応する
ため、結果として絶縁性になるからである。したがって、このような腐食を防止するため
に、調整された、すなわち不活性または真空の、環境において第２電極層を設ける必要が
ある。陰極層は、通常、化学または物理蒸着法によって形成される。同様に、実際には、
以降の層および他の特徴も調整された環境において堆積させる必要がある。この理由は、
この堆積された電極に直接、または既に堆積された層を介した拡散によって、酸素または
水蒸気が到達しうるからである。
【００１７】
　本発明の第１態様による方法においては、パターン化導電層が印刷されてから透明電極
が堆積されるので、パターン化導電層のために使用される堆積方法については、この点に
関する制限はない。例えば、調整された環境でパターン化導電層を設ける必要はない。こ
れは、大規模製造に適した、例えばロールツーロール処理に適した、堆積法の使用を容易
にする。ロールツーロール法での使用に適した印刷方法の例として、インクジェット印刷
およびスクリーン印刷が挙げられる。
【００１８】
　なお、欧州特許出願公開第３３１９９７号は、その背景となる従来技術の説明において
、補助電極を印刷することを考えている。ただし、本発明と異なり、この補助層は、別個
の透明導電膜に印刷される。その後、この電極が印刷された透明導電膜に電界発光層が接
着される。改良点として、欧州特許出願公開第３３１９９７号は、積層工程を考えている
。この工程においては、とりわけ発光層を有する連続ウェブの形態の基板と連続ウェブの
形態の透明導電膜との間に導電性条片が積層され、補助電極は前記基板および前記透明導
電膜の各々より狭い幅を有する。したがって、欧州特許出願公開第３３１９９７号は、第
１電極の仕事関数より低い第２仕事関数を有する材料から成る透明な第２電極層がパター
ン化導電層の堆積によって損傷されることを回避するために、パターン化導電層が有機機
能層上に印刷される光電気デバイスの製造方法を示唆していない。
【００１９】
　第１態様による本方法の一実施形態においては、インクジェット印刷が印刷方法として
用いられる。
【００２０】
　パターン化導電層としてさまざまな材料を使用可能であり、これらの材料をそれぞれに
応じて設けうる。
【００２１】
　パターン化導電層は、例えば、インクジェット印刷によって液体形態で塗布可能な金属
または金属合金製でもよい。相対的に低い融点または溶融流跡を有する各種金属および金
属合金を利用可能である。
【００２２】
　光電気デバイスが使用される温度範囲および光電気層が許容する温度範囲に応じて、当
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業者は多種多様な金属類および金属合金類からから最適な金属または金属合金を選択しう
る。例えば、当業者は、例えば市販されている低価格の低融点金属類および金属合金類か
ら選択しうる。これらは、例えばＩｎ、Ｓｎ、Ｂｉ、Ｐｂ、Ｈｇ、Ｇａ、およびＣｄから
成る群から選択された元素を含みうる。広範囲の融点以外にも、前記金属類は、酸化に対
する感受性、他の材料への接着、熱膨張係数、延性、寸法安定性、凝固および湿潤時の伸
縮率など、他の重要な特性も広範囲に示す。毒性が重要な要素である用途においては、Ｓ
ｎ：（５０ｗｔ．％）：Ｐｂ（３２ｗｔ．％）：Ｃｄ（１８ｗｔ．％）合金など、Ｈｇま
たはＣｄを含有する合金類は好ましくない。多少可撓性のあるＥＬデバイスが必要な場合
は、インジウム（融点１５７℃）または融点が１００℃のＳｎ（３５．７ｗｔ．％）：Ｂ
ｉ（３５．７ｗｔ．％）：Ｐｂ（２８．６ｗｔ．％）など、延性の低融点金属の使用が好
適である。凝固によって生じる応力を最小化するには、凝固時に結晶性ドメインを形成せ
ず、かつ収縮が少ない金属、例えば融点が１３８℃のＢｉ（５８ｗｔ．％）：Ｓｎ（４２
ｗｔ．％）などが好適である。
【００２３】
　あるいは、金属粒子または有機金属錯体の懸濁液またはコロイド溶液の形態でパターン
化導電層を塗布してもよい。同様に、この懸濁液またはコロイド溶液をインクジェット印
刷によって塗布してもよい。
【００２４】
　必ず必要とは限らないが、印刷工程を容易にするために、印刷される懸濁液またはコロ
イド溶液を、例えば１００℃と３００℃の間の範囲に、加熱してもよい。
【００２５】
　補助導電条片を形成するために、銀、銅、白金、および／または金、あるいは有機金属
錯体から作られたナノ粒子を懸濁液またはコロイド溶液内に使用してもよい。このナノ粒
子は、直径が１ｎｍと１００ｎｍの間であることが好ましい。金属粒子のサイズおよび性
質によっては、使用するインクをコロイド溶液にすることもできる。その一例は、キャボ
ット（Ｃａｂｏｔ）社（米国Ｃａｂｏｔ　Ｐｒｉｎｔｉｎｇ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　
ａｎｄ　Ｄｉｓｐｌａｙｓ）から提供されるエチレングリコール／エタノール混合物に溶
解させた銀ナノ粒子分散液である。この銀インクは、粒子径が３０乃至５０ｎｍの範囲内
の銀ナノ粒子を２０ｗｔ％含有する。このインクの粘度および表面張力は、それぞれ１４
．４ｍＰａ．ｓおよび３１ｍＮｍ－１である。
【００２６】
　あるいは、有機または水性溶剤内の金属錯体類を当該物質として使用してもよい。金属
錯体類は、有機銀、銅、白金、または金錯体、あるいはこれら錯体の混合物を含みうる。
例えば、溶剤類と銀アミド類との混合物を含む銀錯体インク、例えばインクテック（Ｉｎ
ｋＴｅｃ）社製のインク、を使用してもよい。銀アミドは、１３０～１５０℃間の特定温
度で銀原子と、揮発性アミンと、二酸化炭素とに分解する。これらの溶剤およびアミンが
蒸発すると、銀原子が基板上に残る。例えば銅、ニッケル、亜鉛、コバルト、パラジウム
、金、バナジウム、およびビスマス系の他の金属錯体を、銀の代わりに、あるいは組み合
わせて、使用してもよい。
【００２７】
　例えば銅、ニッケル、亜鉛、アルミニウム、コバルト、パラジウム、金、バナジウム、
およびビスマス系の他の金属錯体を、銀の代わりに、あるいは組み合わせて、使用しても
よい。ただし、特に適しているのは銀錯体、銅錯体、ニッケル錯体、アルミニウム錯体、
またはこれらの混合物である。銀、銅、アルミニウム、およびニッケルは、優れた導体で
ある。
【００２８】
　銅錯体系物質のいくつかの例を次の表に示す。
【００２９】
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【表１】

【００３０】
　あるいは、パターン化導電層は導電ポリマー構造でもよい。このような構造は、例えば
液体中に懸濁した、導電性ポリマー粒子を含む物質から形成可能である。導電ポリマーの
例として、ポリ－（３，４－エチレンジオキシチオフェン）（ＰＥＤＯＴ）またはポリア
ニリン（ＰＡＮＩ）がある。代わりに、導電ポリマーの前駆物質の粒子の懸濁液を含む物
質を使用してもよい。ただし、一般には、この目的のためには、（例えば懸濁液の形態で
堆積される）金属類またはこの合金類がより適している。その理由は、これら金属類また
はこの合金類は、有機物質に比べ、相対的に良好な導電率を有するからである。
【００３１】
　さらに他の実施形態においては、パターン化導電層を形成するために、分子金属前駆物
質、および／または導電性有機化合物、および／または導電性有機化合物の前駆物質を含
む溶液を堆積させうる。
【００３２】
　一般的な平均粒径は、１ｎｍと１００μｍの間、好ましくは１ｎｍ～１μｍ、極めて好
ましくは１ｎｍ～１００ｎｍ、特に好ましくは１ｎｍ～５０ｎｍ、の範囲内である。平均
粒径は、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ：Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍ
ｉｃｒｏｓｃｏｐｅ）によって求めることができる。極めて適しているのは、金属ナノ粒
子である。その理由は、導電性表面パターンの形成を最小量の電磁エネルギーで可能にす
るからである。
【００３３】
　特定の一実施形態において、光電気層の表面が表面エネルギー変性剤を用いて用意され
る場合は、懸濁液またはコロイド溶液を幅狭の線構造に印刷しううる。懸濁液またはコロ
イド溶液が塗布される表面の表面エネルギーに応じて、３０度乃至６０度の範囲内の接触
角が実現されうる。使用されるインクジェットプリンタは、１つの連続パターンに結合さ
れる複数の液滴の形態で印刷対象物質を噴出してもよく、あるいは印刷対象物質の連続ビ
ームを表面上に印刷してもよい。一実施形態において、印刷工程は繰り返される。これに
より、印刷されるパターンのアスペクト比（高さ／幅の比）を相対的に高くすることがで
きる。
【００３４】
　第１態様による本方法の一実施形態は、絶縁材料を光電気層上に局所的に、パターン化
導電層によって形成されるパターンと少なくともほぼ共形のパターンで、堆積させるステ
ップをさらに含む。「少なくともほぼ共形の」という表現は、絶縁層のパターンがパター
ン化導電層のパターンと共形であること、あるいは絶縁層の特徴がパターン化導電層によ
って形成される特徴を越えて側方に延在すること、を意味するものと理解されたい。一般
的に、これらパターンの特徴は線形であり、絶縁層の線形特徴は、パターン化導電層の線
形特徴の幅の２０％を超えて側方に延在すべきではない。この絶縁層はアクリレートなど
の樹脂材料から形成されてもよく、インクジェット印刷またはスクリーン印刷など、パタ
ーン形成を可能にする手法を用いて堆積される。この材料の厚さは１μｍと２０μｍの間
でよく、堆積された陰極が堆積されたパターン化導電層と光電気層の両方に電気的に接触
できるような断面形状を有する必要がある。
【００３５】
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　あるいは、絶縁材料を局所的に、パターン化導電層によって形成されるパターンと少な
くともほぼ共形のパターンで、堆積させるステップは、有機光電気層を第１電極層上に設
けるステップに先行する。したがって、このようにして形成されるパターン化された電気
絶縁層は、第１電極層と有機光電気層との間に配置される。
【００３６】
　光電気デバイスは、その用途に応じて、可撓性でも硬質でもよい。光電気デバイスは、
湿気および酸素に対する保護をもたらす筐体内に配置されうる。この筐体は、ゲッター材
料を備えうる。筐体がない場合、光電気デバイスは湿気および酸素に対する保護のための
障壁層を１つ以上備えうる。
【００３７】
　障壁層は、一般的に複数の副層から成る積層体を備える。第１実施形態において、障壁
層は、第１および第２無機層の間に挟まれた有機層を備えた積層体である。この積層体は
、交互に重なった有機層と無機層とをさらに備えうる。有機層は、湿気ゲッターを備えう
る。あるいは、障壁層は、異なる無機材料の層が交互に重なった積層体を備えうる。
【００３８】
　一部の実施形態において、光電気デバイスは、障壁機能を有する基板、例えばガラス製
、またはアルミニウム製、またはステンレス鋼製の基板、上に設けられうる。
【００３９】
　第２態様によると、
　－基板（１０）上に堆積された、または基板（２０）を形成する、第１仕事関数を有す
る材料から成る第１電極層（２０）と、
　－第１電極層の上の有機光電気層と、
　－光電気層上のパターン化導電層と、
　－パターン化導電層を備えた光電気層の上の、第２仕事関数を有する材料から成る透明
な第２電極層であって、第２仕事関数は第１電極の仕事関数より低い値を有する、第２電
極層と、
をこの順番で含む積層体を有する光電気デバイスが提供される。
【００４０】
　本発明による光電気デバイスにおいて、パターン化導電層は、光電気層と、より低い仕
事関数を有する電極を形成する透明導電層との間に配置される。この光デバイスが基板を
含む場合、相対的に低い仕事関数を有する材料から成る透明導電層は、実際には、基板の
側とは反対の側に配置される。一実施形態においては、製造工程の完了後に、光電気デバ
イスを基板から取り外しうる。したがって、本発明の第２態様によるデバイスの光電気層
が電界発光層（ＥＬ：Ｅｌｅｃｔｒｏｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｔ　Ｌａｙｅｒ）である場合
、本発明によるデバイスは、いわゆるトップエミッション型ＯＬＥＤである。しかしなが
ら、本発明によるデバイスは、追加のパターン化導電層によってシャントされる透明な第
１電極をさらに有しうる。
【００４１】
　本発明の第２態様による光電気デバイスは、本発明の第１態様による方法によって製造
可能である。
【００４２】
　本発明による光電気デバイスにおいて、第１電極層は陽極を形成し、第２（透明）電極
層は陰極を形成しうるが、あるいはこの逆も可能である。
【００４３】
　本デバイスは、必要であれば、緩衝材料を備えた緩衝層を１つ以上有しうる。用語「緩
衝層」または「緩衝材料」は、有機電子デバイスにおいて、次に挙げる、ただしこれだけ
には限定されない、機能を１つ以上有しうる導電性または半導電性の材料を意味すること
を意図している。すなわち、下位層の平坦化、電荷輸送および／または電荷注入特性、酸
素または金属イオンなど不純物の除去、および有機電子デバイスの性能の促進または向上
のための他の諸相である。緩衝材料は、ポリマー類、オリゴマー類、または小分子類でも
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よく、溶液、分散液、懸濁液、乳濁液、コロイド状混合物、または他の組成物の形態でも
よい。緩衝層は、ポリアニリン（ＰＡＮＩ）またはポリエチレンジオキシチオフェン（Ｐ
ＥＤＯＴ）などの高分子材料で形成可能である。これらの材料はプロトニック酸でドープ
されることが多い。プロトニック酸は、例えば、ポリ（スチレンスルホン酸）、ポリ｛２
－アクリルアミド－２－メチル－ｌ－プロパンスルホン酸）などにすることができる。緩
衝層は、銅フタロシアニンおよびテトラチアフルバレン－テトラシアノキノジメタン系（
ＴＴＦ－ＴＣＮＱ）などの電荷輸送化合物などを含むことができる。
【００４４】
　特に、第１電極層、光電気層、パターン化導電層、および透明な第２電極層に加え、本
発明による光電気デバイスは、陽極を形成する電極層と光電気層との間に正孔注入および
／または輸送層（ＨＴＬ）を、および／または陰極を形成する電極層と光電気層との間に
電子注入および／または輸送層（ＥＴＬ）を、備えうる。電子輸送層が存在する場合は、
電子輸送層と陰極との間にパターン化導電層が存在する必要がある。
【００４５】
　正孔輸送層のための正孔輸送材料の例は、例えば、Ｙ．ワング（Ｗａｎｇ）によりカー
クオスマー化学大辞典（Ｋｉｒｋ－Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）第４版、第１８巻、ｐ．８３７－８６０、１９
９６年、にまとめられている。正孔輸送分子とポリマーの両方を使用できる。一般に使用
される正孔輸送分子として、４，４’，４”－トリス（Ｎ，－ジフェニル－アミノ）－ト
リフェニルアミン（ＴＤＡＴＡ）；４，４’，４”－トリス（Ｎ－３－メチルフェニル－
Ｎ－フェニル－アミノ）－トリフェニルアミン（ＭＴＤＡＴＡ）；Ｎ，Ｎ’－ジフェニル
－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジア
ミン（ＴＰＤ）；１，１－ビス［（ジ－４－トリルアミノ）フェニル］シクロヘキサン（
ＴＡＰＣ）；Ｎ，Ｎ’－ビス（４－メチルフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ビス（４－エチルフェ
ニル）－［１，１’－（３，３’－ジメチル）ビフェニル］－４，４’－ジアミン（ＥＴ
ＰＤ）；テトラキス－（３－メチルフェニル）－Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－２，５－フェニレ
ンジアミン（ＰＤＡ）；ａ－フェニル－４－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノスチレン（ＴＰＳ
）；ｐ－（ジエチルアミノ）ベンズアルデヒドジフェニルヒドラゾン（ＤＥＨ）；トリフ
ェニルアミン（ＴＰＡ）；ビス［４－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ）－２－メチルフェニル
］（４－メチルフェニル）メタン（ＭＰＭＰ）；１－フェニル－３－［ｐ－（ジエチルア
ミノ）スチリル］－５－［ｐ－（ジエチルアミノ）フェニル］ピラゾリン（ＰＰＲまたは
ＤＥＡＳＰ）；１，２－トランス－ビス（９Ｈ－カルバゾール－９－ｙｌ）シクロブタン
（ＤＣＺＢ）；Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラキス（４－メチルフェニル）－（１，１’－
ビフェニル）－４，４’－ジアミン（ＴＴＢ）；Ｎ，Ｎ’－ビス（ナフタレン－１－ｙｌ
）－Ｎ，Ｎ’－ビス－（フェニル）ベンジジン（ａ－ＮＰＢ）；および銅フタロシアニン
などのポルフィリン化合物が挙げられるが、これだけに限定されるものではない。一般に
使用される正孔輸送ポリマーとして、ポリ（９，９－ジオクチル－フルオレン－ｃｏ－Ｎ
－（４－ブチルフェニル）ジフェニルアミン）など、ポリビニルカルバゾール、（フェニ
ルメチル）ポリシラン、ポリ（ジオキシチオフェン）、ポリアニリン、およびポリピロー
ルが挙げられるが、これだけに限定されるものではない。別の例は、ポリエチレンジオキ
シチオフェン（ＰＥＤＯＴ）である。上記のような正孔輸送分子をポリスチレンおよびポ
リカーボネートなどのポリマーにドープすることによって、正孔輸送ポリマーを得ること
も可能である。
【００４６】
　電子輸送層は、電子輸送を容易にするために機能できるばかりでなく、層界面における
励起子の消滅を防止するための閉じ込め層または緩衝層としても機能できる。この層は、
電子移動度を高め、励起子の消滅を低減することが好ましい。任意使用の電子輸送層に使
用可能な電子輸送材料の例として、トリス（８－ヒドロキシキノレート）アルミニウム（
ＡＩＱ）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）（ｐ－フェニルフェノラート）アルミ
ニウム（ＢＡＩｑ）、テトラキス－（８－ヒドロキシキノレート）ハフニウム（ＨｆＱ）
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、およびテトラキス－（８－ヒドロキシキノラト）ジルコニウム（ＺｒＱ）などの金属キ
ノレート誘導体；および２－（４－ビフェニリル）－５－（４－ｔ－ブチルフェニル）－
１，３，４－オキサジアゾール（ＰＢＤ）、３－（４－ビフェニリル）－４－フェニル－
５－（４－ｔ－ブチルフェニル）－１，２，４－トリアゾール（ＴＡＺ）、および１，３
，５－トリ（フェニル－２－ベンズイミダゾール）ベンゼン（ＴＰＢＩ）などのアゾール
化合物；２，３－ビス（４－フルオロフェニル）キノキサリンなどのキノキサリン誘導体
；４，７－ジフェニル－１，１０－フェナントロリン（ＤＰＡ）および２，９－ジメチル
－４，７－ジフェニル－１，１０－フェナントロリン（ＤＤＰＡ）などのフェナントロリ
ン類；およびこれらの混合物を含む金属キレート化オキシノイド化合物が挙げられる。
【００４７】
　したがって、第２態様による光電気デバイスの一実施形態は、陽極層と、ＨＴＬ（層）
と、光電気層と、陰極とを含む一連の層を備える。別の実施形態は、陽極と、光電気層と
、ＥＴＬ（層）と、陰極とを備える。さらに別の実施形態は、陽極と、正孔輸送層と、光
電気層と、ＥＴＬ（層）と、陰極とを備える。
【００４８】
　図面を参照して上記および他の諸面をより詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】本発明の第２態様による光電気デバイスの第１実施形態を示す。
【図１Ａ】図１のＩＡからの視点による前記実施形態の図を示す。
【図１Ｂ】同じ視点による前記実施形態の第１変形例の一部を示す。
【図１Ｃ】同じ視点による前記実施形態の第２変形例の一部を示す。
【図１Ｄ】同じ視点による前記実施形態の第３変形例の一部を示す。
【図１Ｅ】同じ視点による前記実施形態の第４変形例の一部を示す。
【図１Ｆ】同じ視点による前記実施形態の第５変形例の一部を示す。
【図２】本発明の第２態様による光電気デバイスの第２実施形態を示す。　　　　　　図
３Ａ乃至３Ｆは本発明の第１態様による一方法の一実施形態を示す。
【図３Ａ】本方法の第１ステップ（Ｓ１）の結果を示す。
【図３Ｂ】本方法の第２ステップ（Ｓ２）の結果を示す。
【図３Ｃ】本方法の第３ステップ（Ｓ３）の結果を示す。
【図３Ｄ】本方法の第４ステップ（Ｓ４）の結果を示す。
【図３Ｅ】本方法の第５ステップ（Ｓ５）の結果を示す。
【図３Ｆ】本方法の第６ステップ（Ｓ１）の結果を示す。
【図４】図３Ａ～３Ｆの方法により得られた一デバイスの写真を示す。
【図５】図３Ａ～３Ｆの方法により得られた別のデバイスの写真を示す。
【図６】本発明の第２態様によるデバイスの一代替実施形態を示す。
【図６Ａ】図６の詳細を示す。
【図７】本発明の第２態様によるデバイスの別の代替実施形態を示す。
【図７Ａ】本発明の第２態様によるデバイスのさらに別の代替実施形態を示す。
【図７Ｂ】本発明の第２態様によるデバイスのさらに別の代替実施形態を示す。
【図７Ｃ】本発明の第２態様によるデバイスの別の代替実施形態を示す。
【発明を実施するための形態】
【００５０】
　以下の詳細な説明においては、本発明を深く理解するために、具体的な詳細が多数示さ
れる。ただし、本発明はこれらの具体的な詳細がなくても実施されうることを当業者は理
解するであろう。他の例においては、本発明の諸相が曖昧にならないように、周知の方法
、手順、および構成要素は詳細に説明していない。
【００５１】
　各図面においては、明確にするために、層および領域のサイズおよび相対サイズが誇張
されることもある。
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【００５２】
　本願明細書では第１（ｆｉｒｓｔ）、第２（ｓｅｃｏｎｄ）、第３（ｔｈｉｒｄ）、な
どの用語がさまざまな要素、部品、領域、層、および／または部分を説明するために使用
されうるが、これらの要素、部品、領域、層、および／または部分はこれらの用語によっ
て限定されるべきではないことを理解されるであろう。これらの用語は、１つの要素、部
品、領域、層、または部分を別の領域、層、または部分から区別するためにのみ用いられ
ている。したがって、以下に述べられている第１の要素、部品、領域、層、または部分は
、本発明の教示内容から逸脱せずに、第２の要素、部品、領域、層、または部分と称する
こともできる。
【００５３】
　本願明細書においては、本発明の理想的な実施形態（および中間構造）の概略図である
断面図を参照しながら本発明の複数の実施形態を説明する。したがって、例えば製造手法
および／または許容誤差の結果として、これらの図の形状からの変形も予想される。した
がって、本発明の各実施形態は、本願明細書に例示されている特定の領域形状に限定され
ると解釈されるべきではなく、例えば製造の結果としての形状の逸脱も含むものとする。
【００５４】
　特に定義されていない限り、本願明細書に用いられているあらゆる用語は（技術的およ
び科学的用語も含め）、本発明が属する分野の当業者によって一般に理解される意味と同
じ意味を有する。一般に用いられる辞書に定義されているような用語は、関連技術の文脈
における意味と一致する意味を持つと解釈されるべきであり、本願明細書において明示的
に定義されていない限り、理想化された、または過剰に正式な、意味に解釈されないこと
をさらに理解されるであろう。本願明細書で言及されているあらゆる刊行物、特許出願、
特許、および他の参考資料は、参照によりその内容全体が本願明細書に組み込まれるもの
とする。矛盾が生じた場合は、定義を含め、本願明細書が優先される。また、各材料、各
方法、および各例は、単に例示のためであり、限定を目的とするものではない。
【００５５】
　同様の要素は同様の参照符号を有する。
【００５６】
　図１は、本発明の第２態様による光電気デバイスの第１実施形態を模式的に示す。
【００５７】
　本電気光学デバイスは、
　第１電極層２０と、
　第１電極層２０の上の有機電気光学層３０と、
　電気光学層３０の上のパターン化導電層４０と、
　パターン化導電層４０を備えた電気光学層３０の上の第２の透明電極層５０と、
を備える。
【００５８】
　本電気光学デバイスは、基板１０上に設けられる。基板１０は、例えばガラス板などの
硬質基板でもよい。あるいは、基板は可撓性基板でもよく、例えば、ポリエチレンテレフ
タレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ポリイミド（ＰＩ）、ポリ
エーテルイミド（ＰＥＩ）、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリスルホン（ＰＳＦ）
、ポリフェニレンスルフィド（ＰＰＳ）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポ
リアリーレート（ＰＡＲ）、およびポリアミドイミド（ＰＡＩ）などのポリマー製の基板
でもよい。他の樹脂材料として、ポリシクロオレフィン樹脂、アクリル樹脂、ポリスチレ
ン、ＡＢＳ、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアミド樹脂、塩化ビニール樹脂、ポリ
カーボネート樹脂、ポリフェニレンエーテル樹脂、およびセルロース樹脂などが挙げられ
る。
【００５９】
　ポリマー基板は、障壁層を、例えば基板１０と第１電極２０との間に、備えることが好
ましい。この障壁層は、例えば、互いに異なる無機層、例えば窒化ケイ素層と酸化ケイ素
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層、が交互に重ねられた一連の層を備える。あるいは、障壁層は、有機層によって互いに
隔てられた少なくとも一対の無機層を備えうる。
【００６０】
　この場合、第１電極層２０は陽極を形成し、陽極２０と電気光学層との間に正孔注入層
（ＰＥＤＯＴ）２５が配置される。陰極を形成する第２（透明）電極５０の自由表面は、
障壁層６０によって覆われる。
【００６１】
　図１Ａは、図１のＩＡからの視点によるパターン化導電層４０の上面図を示す。明確に
するために、基板１０以外の部分は図示されていない。この実施形態において、パターン
化導電層は六角形の迷路であり、開口部４３を画成する細長い導電要素４１を複数有する
。
【００６２】
　ただし、他の実施形態も可能である。例えば、図１Ｂに示されているような矩形の迷路
、図１Ｃに示されているような三角形の迷路、または図１Ｄによる八角形の迷路も可能で
ある。あるいは、導電層は、図１Ｅに示されているように複数の平行線の形態にパターン
化されてもよい。図１Ｆに示されているように、平行線のパターンを相対的に幅広の母線
に結合してもよい。実際には、光子放射線を透過させるために、導電層４０のパターンは
一定間隔で離隔された複数の開口部４３を含む。好ましくは、これら開口部は、パターン
化導電層によって画成された一平面に延在する複数の細長い導電要素４１によって取り囲
まれ、前記平面における前記細長い導電要素の長さは、その幅の少なくとも１０倍である
。これらの導電要素は、例えばその幅の０．００１乃至１０倍の高さを有しうる。図１Ｂ
、図１Ｃ、および図１Ｄに示されているように、パターン化導電層４０は、パターン化導
電層４０と外部導体との間の電気的接触を容易にもたらすために、複数の接触場４４を有
しうる。図１Ａ乃至１Ｄに示されているように、実用的な一実施形態においては、細長い
導電要素４１は、約０．５乃至５ｍｍ、例えば約１ｍｍ、の長さを有しうる。図１Ｅおよ
び図１Ｆに示されている各実施形態においては、細長い導電要素４１は本デバイスの全幅
または全長にわたって延在し、例えば０．５ｍｍ乃至５ｍｍの距離、例えば１ｍｍの距離
、互いに離隔されうる。各要素の幅は約５０μｍである。ただし、用途によっては、幅に
別の値、例えば１乃至５００μｍの範囲内の値、を選択してもよい。通常、細長い導電要
素の高さは数μｍである。図１Ｆの実施形態においては、パターン化導電層４０は母線４
２をさらに備える。
【００６３】
　図２は、本発明によるデバイスの一代替実施形態を示す。この例において、電極２０は
、金属箔、例えば厚さ０．１ｍｍの鋼箔、の形態で実現される。電極として機能する金属
箔は、湿気および酸素に対する障壁も提供する。必要であれば、本デバイスの側方を封止
リング７０で封止しうる。
【００６４】
　図３Ａ乃至３Ｆは、本発明の第２態様による光電気デバイスの製造方法の一実施形態を
示す。一例として、本方法は、図１に模式的に示されている、図１Ｆに示されているよう
にパターン化導電層４０を有する光電気デバイスの製造に用いられる。
【００６５】
　図３Ａ乃至３Ｆに示されている本方法の実施形態は、図３Ａに示されている第１ステッ
プＳ１を含む。このステップでは、電極２０が厚さ約５０μｍのステンレス鋼箔の形態で
設けられる。用途によっては、より薄い、例えば２０μｍの、金属箔、またはより厚い、
例えば３００μｍの、金属箔が使用されうる。この場合、本デバイスは２×２ｃｍのサイ
ズを有する。電極２０として機能するステンレス鋼箔は、デバイスの基板も形成し、湿気
および酸素に対する障壁として機能する。別の実施形態において、本デバイスは、別個の
基板、例えばガラス板の形態の硬質基板、またはポリマー箔、例えばポリエチレンテレフ
タレート（ＰＥＴ）またはポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）の箔、の形態の可撓性基
板を備えうる。このポリマー箔に、例えば、異なる種類の一連の無機副層、または有機平



(13) JP 5739989 B2 2015.6.24

10

20

30

40

50

坦化層で隔てられた複数の無機副層、を備えた障壁層を設けてもよい。
【００６６】
　本デバイスの効率を向上させるために、第２ステップＳ２においてスピンコーティング
によって正孔注入層２５が設けられる。この場合、正孔注入層は、１０乃至５００ｎｍの
範囲内、ここでは厚さ１００ｎｍ、の厚さを有するポリエチレンジオキシチオフェン（ｐ
ｅｄｏｔ：ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ　ｄｉｏｘｙｔｈｉｏｐｈｅｎｅ）層である。
【００６７】
　図３Ｃは、第３ステップを示す。このステップでは、正孔注入層２５が設けられた第１
電極層２０上に有機光電気層３０、ここでは黄色のポリ（パラ－フェニレンビニレン）誘
導体、がスピンコーティングによって堆積される。しかしながら、他のポリマーまたは小
分子電界発光材料も電界発光層に使用されうる。有機光電気層３０の厚さは、５０乃至２
００ｎｍの範囲内で変化させうる。本ケースにおいては、厚さは約１００ｎｍである。図
３Ｄに示されている第４のステップＳ４において、パターン化導電層４０が有機光電気層
３０上に堆積される。図１Ｆに示されているようにパターン化導電層４０は、印刷法によ
って堆積される。
【００６８】
　そのために、エチレングリコール／エタノール混合物に溶解させた銀ナノ粒子分散液を
キャボット（Ｃａｂｏｔ）社（米国Ｃａｂｏｔ　Ｐｒｉｎｔｉｎｇ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉ
ｃｓ　ａｎｄ　Ｄｉｓｐｌａｙｓ）から購入した。この銀インクは、粒子径が３０乃至５
０ｎｍにわたる銀ナノ粒子を２０ｗｔ％含有する。このインクの粘度および表面張力は、
それぞれ１４．４ｍＰａ．ｓおよび３１ｍＮｍ－１であった。
【００６９】
　この銀ナノ粒子分散液を有機光電気層３０にインクジェット印刷によって塗布した。こ
の印刷には、１０ｐＬカートリッジ（ＤＭＣ－１１６１０）を装備した型式Ｄｉｍａｔｉ
ｘＤＭＰ２８００の圧電インクジェットプリンタ（米国フジフィルム－ディマティックス
社（Ｄｉｍａｔｉｘ－Ｆｕｊｉｆｉｌｍ　Ｉｎｃ．））を用いた。そのプリントヘッドは
、直径３０μｍの平行四辺形ノズルを１６個含んでいる。この分散液の印刷には、カスタ
マイズされた波形（平均ノズル電圧２８Ｖ、周波数２０ｋＨｚ、メニスカス設定点４イン
チＨ２Ｏ、印刷高さ０．５ｍｍ、滴下間隔２０μｍ）が用いられた。線幅は値１００μｍ
に設定された。パターン化導電層４０は、１ｍｍの距離で互いに規則的に離隔された、互
いに平行な一連の線の形態で印刷された。この印刷ステップは、大気条件下で実施された
。
【００７０】
　図３Ｅに示されている第５ステップにおいて、パターン化導電層４０が設けられた有機
光電気層３０層上に透明な第２電極層５０が設けられる。この例示的実施形態における透
明な第２電極層は、第１および第２副層を備える。第１副層は、有機光電気層に最も近く
、バリウムによって形成され、厚さは５ｎｍである。第２副層は、有機光電気層から相対
的に離れており、ＩＴＯによって形成され、厚さは５０乃至５００ｎｍである。他の実施
形態においては、第１副層を、例えば厚さ５～４０ｎｍの、ＭｇＡｇで形成してもよい。
代わりに、またはさらに、Ｌｉ、銅フタロシアニン（ＣｕＰｃ）、ＬｉＦ、Ａｌ、および
Ａｇなど他の材料の他の副層を用いてもよい。ＩＴＯ製の副層の代わりに、ＩＺＯなど別
の透明金属酸化物をこの副層に使用してもよい。
【００７１】
　最後に、図３Ｆに示されているステップＳ６において、複数の副層（図示せず）を備え
た障壁層６０が透明電極層５０の上に堆積される。
【００７２】
　さらに、湿気および／または酸素の側方拡散を防止するために、図２および図６に示さ
れているように封止体７０によって本デバイスを側方から封止してもよい。シーラントと
しての使用に適した材料は、無機粒子が充填されたエポキシ樹脂またはアクリル樹脂であ
る。あるいは、図７Ａに示されているように、または金属基板１０が第２障壁層として機
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能する図７Ｂに示されているように、これら障壁層が障壁層間の機能層を機能層を完全に
封入するように、これら機能層の領域を越えて障壁層の延長部を設けることによって封止
体を設けてもよい。
【００７３】
　図４は、図３Ａ乃至３Ｆを参照して説明した方法によって得られたデバイスの写真を示
す。
【００７４】
　図５は、図３Ａ～３Ｆの方法により得られた別のデバイスの写真を示す。このデバイス
においても、基板は鋼箔であり、基板サイズは１５×ｌ５ｃｍである。パターン化導電層
４０は、図１Ａに示されているような六角形の迷路構造に形成される。このパターン化導
電層４０の迷路構造は、長さ約５ｍｍ、幅１００μｍ、および高さ２μｍの細長い要素を
複数有する。
【００７５】
　図６は、本発明の第２態様による光電気デバイスの別の実施形態を示す。この実施形態
において、本件と同一の出願人によって出願された欧州特許出願公開第２１５８１７６号
に記載されているように、デバイスは、透明材料に埋め込まれたパターン化導電層の形態
の別のシャント構造２２を備える。この構造は、より詳細に図６Ａに示されている。この
図において、参照符号１０は、ガラスまたはポリマー板などの透明基板を指している。
【００７６】
　図６Ａに示されているように、この別のシャント構造２２は、第１無機層２２１と、有
機層２２２と、第２無機層２２３と、パターン化導電層２２４とを備えている。導電層２
２４は、例えば図１Ａ乃至１Ｆを参照して説明したように、パターン化されてもよい。
【００７７】
　図７は、本発明の第２態様による光電気デバイスのさらに別の実施形態を示す。この実
施形態において、本デバイスは、パターン化導電層４０のパターンと共形にパターン化さ
れた絶縁層４５をさらに備える。パターン化された絶縁層４５は、パターン化導電層４０
と光電気層３０とを直接接触させないため、デバイス内の短絡防止に役立つ。パターン化
された電気絶縁層４５がパターン化導電層４０を僅かに越えて側方に延在するように、パ
ターン化された電気絶縁層４５は、パターン化導電層４０の線形特徴の幅より最大２０％
大きい幅の線形特徴を有しうる。
【００７８】
　図７の光電気デバイスは、図６および図６Ａと同様の別のシャント構造２２を有する。
【００７９】
　図７Ａは、本発明の第２態様によるデバイスのさらに別の代替実施形態を示す。この別
の代替実施形態において、障壁層６０および２１は、その間に配置される機能層２２、２
５、３０、４０、４５、５０によって使用される領域を越えて延在する。これにより、障
壁層２１および６０は、これらの機能層を完全に封入する。
【００８０】
　図７Ｂもまた、本発明の第２態様によるデバイスのさらに別の代替実施形態を示す。こ
の別の代替実施形態において、障壁層６０と、障壁層としても機能する金属基板１０とは
、その間に配置される機能層２２、２５、３０、４０、４５、５０によって使用される領
域を越えて延在する。これにより、障壁層６０と金属基板１０とは、これらの機能層を完
全に封入する。
【００８１】
　図７Ｃは、本発明の第２態様によるデバイスの別の代替実施形態を示す。図７Ｃに示さ
れているデバイスも、絶縁材料を局所的に、パターン化導電層によって形成されるパター
ンと少なくともほぼ共形のパターンで、堆積させるステップを含む方法によって得られる
。図７Ａおよび図７Ｂの実施形態のように、このステップは、第１仕事関数を有する材料
から成る第１電極層を設けるステップ（Ｓ１）の後に実施される。ただし、この実施形態
においては、絶縁材料を局所的に、パターン化導電層によって形成されるパターンと少な
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くともほぼ共形のパターンで、堆積させるステップは、有機光電気層を第１電極層上に設
けるステップに先行する。したがって、図７Ｃの実施形態においては、このように形成さ
れるパターン化された電気絶縁層４５は、第１電極層２５と有機光電気層３０との間に配
置される。
【００８２】
　図７Ａ、図７Ｂの実施形態のように、パターン化された電気絶縁層４５がパターン化導
電層４０を僅かに側方に越えて延在するように、パターン化された電気絶縁層４５は、パ
ターン化導電層４０の線形特徴の幅より最大２０％大きい幅を有する線形特徴を複数備え
うる。
【００８３】
　図７Ａ、図７Ｂの実施形態のように、パターン化された電気絶縁層４５は、パターン化
導電層４０と第１電極層２５（例えばＰＥＤＯＴ層）との間の直接の電気的接触を防止す
る。パターン化された電気絶縁層４５が無いと、パターン化導電層４０の印刷時に導電材
料を含む溶剤が有機光電気層３０を通って局所的に漏出して短絡を引き起こす可能性があ
る。パターン化された電気絶縁層４５は、この現象を防止する。
【００８４】
　本発明を図面および上記説明において例示し詳細に説明してきたが、このような例示お
よび説明は説明および例示のためであり、制限するものではないと見なされるべきである
。本発明は開示された実施形態に限定されるものではない。
【００８５】
　当業者は、これらの図面、開示、および添付の特許請求の範囲を検討することにより、
開示された実施形態の他の変形例を理解し、特許請求された本発明の実施時に具体化でき
るであろう。
【００８６】
　例えば、本発明はＯＬＥＤの形態の電界発光デバイスに特に言及して説明されているが
、本発明は、他の種類の電界発光デバイスにも適用可能である。同様に、本発明は、光起
電力素子、エレクトロクロミック素子、およびディスプレイにも適用可能である。
【００８７】
　特許請求の範囲において、単語「備える／含む（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」は、他の要
素またはステップを排除するものではなく、不定冠詞「ａ」または「ａｎ」は複数を排除
するものではない。単一のプロセッサなどのユニットは、特許請求の範囲に記載されてい
るいくつかの項目の機能を果たしうる。いくつかの措置が互いに異なる請求項に記載され
ているという単なる事実は、これらの措置の組み合わせを都合よく使用することができな
いことを示すものではない。特許請求の範囲における参照符号は、何れも範囲を限定する
ものと解釈されるべきではない。
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